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はじめに 
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 大阪府公文書館は、昭和60（1985）年、大阪市住吉区帝塚山
の旧大阪女子大学図書館の建物を用いて開館しました。平成23

（2011）年には、大阪府庁本館に移転し、来年平成27（2015）年
には、開館30周年を迎えます。 

 大阪府公文書館では、府が作成・入手した公文書や資料類のう
ち歴史的・文化的な価値があるものを保存し、広く府民の皆様に
ご利用いただく施設です。 
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大阪府公文書館の所蔵資料等を用い
ながら、大阪府の歴史について振り
返りたいと思います。 

今回は、明治時代の大阪府を中心に
お話します。 

【歴史講座】大阪府の成立とその発展 
ー明治時代を中心にしてー 



• はじめに  

• 第一部 大阪府の成立と府域の変遷 

• 第二部 大阪府と地方制度の変遷 

           ―過渡期の地方制度― 

• 第三部 中央集権的地方制度の形成 

           と大阪府 

・むすびにかえて 
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も く じ 



第一部 

大阪府の成立と府域の変遷 

5 

北御堂（津村別院） 



大阪府の成立 
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【キーワード】 
 

①大阪鎮台 

②大阪裁判所 

③大阪府 

●堺  県 

●奈良県 

 

（摂津国） 
高槻藩・麻田藩・・・ 
（河内国） 
丹南藩・狭山藩・・・ 
（和泉国） 
三上藩・岸和田藩・伯太藩・・・ 



1-1 大阪府の成立 
＊幕府崩壊後の大阪 

・慶応4（1868）年1月6日、将軍徳川慶喜が 

 大坂城脱出、大坂城炎上 

・同年1月10日、仁和寺宮嘉彰親王が大坂に進駐 

 し、西本願寺津村別院を宿舎とする。 

・薩長両藩に大坂市中の取締を命じ、「市民慰撫
の令」を発して、市中の安寧・秩序の維持を図る。 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/6/66/Kalakaua_in_Japan_(1881,_detail).jpg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Tokugawa_yoshinobu.jpg
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・慶応4（1868）年1月22日、大阪鎮台を 

 津村別院（北御堂）内に設置 
 

大阪鎮台…行政・司法・軍事全て兼務 

 長官：醍醐忠順就任 

 外国事務総督伊達宗城と摂河泉3国を総理 

＊大阪鎮台の設置 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Date_Munenari.jpg
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＊大阪裁判所の設置 
・慶応4（1868）年1月27日、大阪鎮台は、 

大阪裁判所に改称 

大阪裁判所…行政・司法の民政一般を掌る 

 総 督：醍醐忠順 副総督：伊達宗城 
 

・同年2月2日、元西町奉行所に庁舎を移転。 

・同年5月2日、大阪裁判所は大阪府に改称。 

西町奉行所建物 

初代の大阪府庁舎 

（出典『実記百年の大阪』） 



西町奉行所への移転理由 
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私儀大坂在留中屋敷手狭ニ付公務難相勤
候ニ付西町奉行所併元桑名屋敷共拝借仕
度奉願候以上 

      正月廿八日      宇 和 島 少 将 

 

 願ノ通被貸下候事 

（出典）公文禄・明治元年・第15巻・戊辰1月～己巳6月諸

侯伺（伊達遠江守宗徳）（国立公文書館所蔵文書・当館
MF所蔵） 



津村別院（北御堂） 
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明治天皇が、大阪へ行幸 

慶応4（1868）年3月21日京都を
出発23日大阪到着。 

西本願寺津村別院（北御堂）を
行在所とする。 

同年閏4月8日、京都還幸 

 

 

 

 

その背景にあったのは… 



大久保保利通の「大坂遷都の建白書」 
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遷都之地ハ浪華ニ如クへ
カラス 

外交・富国強兵策の推進 

で、浪華の地は適当であ
る。 

遷都は、「皇國ノ大事去」
である。 

また、大久保は、明治天皇
の大阪行幸も主張 

 

⇒ 大阪遷都は実現せず、
大阪行幸が実現することと
なった。 

 

⇒ 東京奠都（明治2年） 

慶応4（1868）年1月23日 



大阪鎮台→大阪裁判所→大阪府 
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慶応4（1868）年閏4月12日・21日の太政官布告 

→ 地方を府・藩・県に分け、藩は旧来通り、府県 

   には知事を置き地方の政務を司る。 

    設置 ９府22県266藩 

 

幕府直轄地（天領）・皇室領・佐幕諸藩接収領を 

府・県（政府直轄領）とする。 

藩はそのままの状況。 

＝府藩県三治の制（～M4年：廃藩置県まで） 

 

 

1-2 府と県―大阪府・堺県 



9府…旧幕領要地 

江戸・京都・大阪・度会・甲斐・越後（新潟）・長崎 

神奈川・奈良←箱館府が追加 
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明治2（1869）年7月17日太政官布告：「府」は「京都・東京・大阪に限る」 
→昭和18（1943）年の東京都制成立まで、三府体制が維持される 

 
●府県統廃合の変遷 
明治4（1871）年7月14日廃藩置県・・・3府302県 
明治4（1871）年10～11月（第一次府県統廃合）・・・3府72県 
明治9（1876）年4月18日・8月21日（第二次）・・・3府35県 
明治12（1879）年 ・・・3府36県（沖縄県設置） 
明治14（1881）年 ・・・3府38県（堺県を大阪府に統合/徳島・福井・鳥取県設置） 
明治15（1882）年 ・・・3府41県（開拓使を廃し、函館・札幌・根室県設置） 
明治16（1883）年 ・・・3府44県（富山・佐賀・宮崎県設置） 
明治19（1886）年 ・・・3府41県1庁（函館・札幌・根室県を廃し、北海道庁設置） 
明治20（1887）年 ・・・3府42県1庁（大阪府から奈良県独立） 
明治21（1888）年 ・・・3府43県1庁（香川県設置） 
昭和18（1943）年 ・・・1都2府43県1庁（東京都制） 
昭和20（1945）年 ・・・1都2府42県1庁（沖縄県が米軍の施政下に） 
昭和21（1946）年 ・・・1都2府42県1道（府県制改正で北海道庁を北海道に） 
昭和47（1972）年 ・・・1都2府43県1道（沖縄県復帰） 
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大阪府と堺県の経緯 
慶応4(1868)年1月：鳥羽伏見の戦い…幕府敗北・薩長軍来堺 

同年同月：堺の民政担当が土佐藩から大阪裁判所の管轄へ 

 

→ 旧堺奉行所跡に、大阪裁判所の出張所を設置 

同年閏4月、大阪裁判所出張所を堺役所に改称 

同年5月2日、大阪府への改称とともに大阪府管轄へ 

同年5月9日、小河弥右衛門が大阪府判事として堺役所在勤 

同年6月8日、堺役所は、和泉国の旧幕領支配を担当 

同年6月22日、堺役所を大阪府から分割 

     →堺県誕生 

     →大阪府判事小河が堺県知事に 

      →堺奉行所跡がそのまま堺県庁舎に 
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明治9年4月17日以前 明治9年4月17日～ 

大阪府域の変遷1 

京都府 

堺県 

奈良県 

堺県 

大阪府 
大阪府 

京都府 
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明治14年2月7日～ 
明治20年11月4日～ 

大阪府域の変遷2 

奈良県 

京都府 京都府 

大阪府 

大阪府 
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大阪府の庁舎（1） 

慶応４（1868）年1月22日 

「大阪鎮台」 西本願寺津村別院 

 

  

（出典）「議会百年のしおり」 

同年1月27日 「大阪裁判所」改称 

同年2月2日  旧大坂西町奉行所 

同年5月2日  「大阪府」改称      

（出典）「実記百年の大阪」 

 ∴ 大阪府の初代庁舎は西町奉行所 
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明治７（1874）年に総工費5万円かけて竣工 

煉瓦造２階建で、敷地面積7,700㎡、建物面積2,060㎡の 

西洋建築物。 

正面玄関に四本大円柱、四方に菊花紋章、屋上中央ドーム大時計 

当時、「江之子島政府」と呼ばれた 

 

 

大阪府の庁舎（2）―江之子島庁舎へ 



江之子島庁舎の立面図 
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（出典）「旧大阪府庁舎跡」 
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江之子島の東は 

大阪市街地 

江之子島の西は 

川口居留地 

大阪府の庁舎（3）―江之子島庁舎と大阪 

（出典）堀田・西口 

「大阪川口居留地の研究」 （出典）「新修大阪市史」第5巻 



川口居留地 
川口居留地は、明治元年
に大阪開港と同時に設け
られた外国人居留地 

明治32（1899）年に廃止

されるまで、街路樹・街灯
、洋館が立ち並ぶ西洋街 

川口は水深が浅く、大型
船舶の入港が困難であり
、神戸港の方が利便性が
高かった。 

貿易商人も、神戸港の近
くの神戸居留地へ 
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（出典）藤本・前田・馬田・堀田 

「大阪府の歴史」 



江之子島庁舎の向きと論争 
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庁舎の向きを巡り、大阪の市民の間から批判が… 

その理由は、庁舎の向きにあった。 

（出典）「大阪市パノラマ地図」当館所蔵 
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これに対し、江之子島庁舎移転を実行 

した第4代大阪府権知事：渡辺昇は、 

大阪の将来の発展は西方にある、西
海を隔てて遠く海外にあり！ 

大阪湾から広く海外に雄飛する必要
がある 

と述べ、新庁舎が、なぜ西向きに建設されたのかの理由を
説明をした。以後、大正15（1926）年までの約50年間、 

大阪府政の中心地となった。 
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3 1 

2 

庁舎3代の移動経緯 

0 



明治初期の地方官官制 
地方官の官制の編成 

慶応4（1868）年閏4月：「政体書」 

            府に知府事・藩に諸侯・県に知県事 

明治2（1869）年6月：版籍奉還：藩主（諸侯）を知藩事に。 

明治4（1871）年7月：廃藩置県：三府に知事、県に県令。 

明治19（1886）年7月：地方官官制：府県長官を知事に。 

 

ちなみに、明治初期、政府では、太政官制がとられた。 

太政大臣＋左右大臣＋参議 

明治18（1885）年12月「太政官達第69号」 

内閣制度の設置、内閣総理大臣＋各省大臣 

 

明治初期、太政官布告、太政官達・・・ 

明治19（1886）年2月26日（勅令第1号）「公文式」 

太政官布告、太政官達の廃止、法律へ 
28 



大阪府政と歴代知事（明治編） 
 代        名前                 就 任 期 間             年齢  出身地 

１代  醍醐忠順   M1(1868)5.2 ～ M1(1868)5.23          (38)   京都 

              小松帯刀(府事管理)    M1(1868)5.23 ～ M1(1868)7.12 

              後藤象二郎(府事管理)   M1(1868)5.23 ～ M1(1868)7.12 

２代  後藤象二郎 M1(1868)7.12 ～ M2(1869)2.4        (30)   高知 

               三岡(由利)公正(知事御用掛) M2(1869)2.4 ～ M2(1869)2.17 

３代  西四辻公業 M2(1869)2.18 ～ M4(1871)11.20       (32)    京都 

４代  渡邊 昇    M4(1871)11.22 ～ M13(1880)5.4      (34)    佐賀 

５代  建野郷三   M13(1880)5.4 ～ M22(1889)3.16       (40)    福岡 

６代  西村捨三   M22(1889)3.16 ～ M24(1891)6.15     (46)    滋賀 

７代  山田信道   M24(1891)6.15 ～ M28(1895)10.10   (52)    熊本 

８代  内海忠勝   M28(1895)10.10 ～ M30(1897)11.13 (52)    山口 

９代  時任為基   M30(1897)11.13 ～ M31(1898)6.3    (56)    鹿児島 

10代  沖  守固   M31(1898)6.3 ～ M31(1898)7.7        (57)    東京 

               吉原三郎(書記官) M31(1898)7.7 ～ M31(1898)7.16 

11代  菊池侃二   M31(1898)7.16 ～ M35(1902)2.8      (48)    石川 

12代  高崎親章   M35(1902)2.8 ～ M44(1911)9.4        (49)    鹿児島 

13代  犬塚勝太郎  M44(1911)9.4 ～ T1(1912)12.30        (43)   山形 



堺県政の14年間と歴代知事（令） 
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 代        名前                    就 任 期 間                年齢 
１代  小河弥右衛門（一敏）   M1(1868)6.22 ～ M3(1870)8.20        (55)    
２代  税所長藏（篤）        M3(1870)8.20 ～ M14(1881)1.29     (54)    

初代堺県知事 

小河一敏 
豊後竹田出身 

明治初年の凶作対応 

 

1）物価高騰で民衆困惑・年
貢納入不可 

2）年貢の強制をせず、減税
措置 

3）堤防修築・川浚の公共事
業で県民に  

 賃金支払、賃金で納税さ
せる 

4）賃金の財源は、知事以下
の俸給カットで宛がう 

5）いちいち中央政府にお伺

いを立ててるゆとりはないと
政府方針を無視し独自の対
応。 

明治3年、 

堺県知事を
罷免される 

神道国教化政策徹底 

1）廃仏毀釈を徹底的
に行い社寺を解体 

2）解体した社寺の墓石
を庭石にした逸話など 

 

→中央政府の方針を
先取りして徹底した知
事であった。 

 

2代堺県知事（令） 

税所 篤 
薩摩出身 

堺奉行所から 

西本願寺堺別
院に庁舎移転 



堺県の大阪府合併 
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第5代大阪府知事 

建野 郷三 

明治14年1月 「松方正義内務卿宛建議」 
大阪府は、東西僅か三里、南北十里余の
狭小な区域で、大阪市街を基本とするに過
ぎず、郡村も少なく、隣接する京都や兵庫
と比較にならない。 

従来から縁故のある堺県を大阪府に合併
して、他府県との権衡を図りたい。 

大阪府は、全国で最小の地域で、人口も地
租も堺県の方が遥かに優れており、合併で、
財政の円滑化を図った。 

明治14年2月7日、 

堺県は大阪府に合併 

大阪府は、堺県合併によって(明治19年現在) 

戸  数：    366,500戸     全国1位（2位新潟県） 
町村数：        3,636町村    全国2位（1位新潟県） 
人    口：1,606,390人            全国2位（1位新潟県） 



大阪府域の変遷と人口の変遷 

人口比 大阪府 堺県 奈良県 東京府 京都府 愛知県 新潟県 

明治7年 530,885 455,450 427,635 830,935 572,763 1,217,444 1,368,782 

明治12年 549,280 955,748 ● 953,776 814,273 1,295,452 1,530,712 

明治15年 1,572,333 ● ●  987,911 835,227 1,332,050 1,581,168 

明治19年 1,606,390 ● ● 997,490 845,408 1,387,879 1,606,855 
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第二部 
 大阪府と地方制度の変遷 
―過渡期の地方制度― 

33 



過渡期の地方制度（1）―大区小区制― 
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大区小区制とは？ 

 

明治4（1871）年4月4日「戸籍法」 

各地各藩バラバラに治められた民衆を新政府が国民として把
握するため、戸籍の編製を決定。 

→各地方の便宜に従い区画を定め毎区に正副戸長を置く 

  正副戸長は戸籍事務を取り扱う官吏 

  しかし、地方では正副戸長に民生一般事務を取り扱わせた
ため、従来の庄屋・名主・年寄など村役人との関係が問題に。 

 

→明治5（1872）年4月9日太政官布告第117号 

  旧来の村役人を廃止、正副戸長に改称することを命じる 

→同年10月10日太政官布達第146号 

  府県―大区（区長）―小区（副区長）―町村（正副戸長）   

  土地の便宜により 

  



大阪府の大区小区制 
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【大阪府の大区小区制】 
明治5（1872）年5月、戸籍区実施 

大阪府―区（1万石規模・公選区長）―組村（1千石規模・公選戸長） 

 
明治8（1875）年4月、大区小区制実施 

大阪府―大区（郡単位・公選区長）―小区（1万石規模・公選戸長） 
 

【堺県の大区小区制】 
明治5（1872）年2～4月、戸籍区実施 

堺 県―区（4～8町村・公選区長）―町村（各町村・公選戸長） 

 
明治7（1874）年1月、大区小区制実施 

堺県―大区（地理的・公選大区長）―小区（公選小区長）―組合（1500石・公選戸長） 
  

従来の町村が無視され、様々な弊害が・・・ 



明治11年7月22日 ①郡区町村編制法（太政官第17号布告） 

              ②府県会規則（太政官第18号布告） 

                             ③地方税規則（太政官第19号布告）  

             →いわゆる「地方三新法」体制の実施 

 

（意図）大久保利通「地方之體制等改正之儀上申」 

明治11（1878）年3月11日 

 

①大小区制は、数百年来の慣習への配慮に欠け、人心に適せず、行政上
不便もあり反発を招いた。 

②府県の下に郡と町村を設け、府県・郡には官吏を置き、旧来の町村を地
方組織と認め、住民代表の戸長を置く。 

③地方議会の設置を認め、地域住民の意見を府県政に反映する方針。 
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過渡期の地方制度（2）―三新法体制― 



三新法体制 

37 

中央政府 

（内務卿） 

府県 

知事・令（官選） 

郡 

郡長（官選） 

町村 

町村長（公選） 

府県会 

府県会議員 

任命・監督 

 （地方税） 
地租1/5 

営業税 

雑種税 

戸数割 

 

町村（府）民 

町村民（府民） 

20歳以上 

男子 

郡区内本籍 

地租5円以上 

 

任命・監督 

監督 

区 

区長（官選） 

任命・監督 

予算 

審議 

町村 

町村長（公選） 

満25歳以上 

男子 

府県内本籍 

３年以上居住 

地租10円以上 

大阪四区 

（堺区） 

該
府
県
本
籍
ノ
人 

「名
望
家
を
郡
区
長
に
任
命
」 

町村会 

議員 

区町村会 

議員 

監督 監督 

兼務可 
 

選挙 

 

選挙 

M13年 

区町村会法 

 協議費  協議費 
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過渡期の地方制度（2-1）三新法体制期の大阪府 

大阪府の場合 
・M12（1879）2月 
 
 大阪府 
  ↓ 
 郡【7】・区【4】（官選郡・区長） 
  ↓ 
 分画【町村連合】（公選戸長） 
・M13（1880）7月 
 町・村（公選戸長）    
But! 大阪府区部会で毎町村
戸長制廃止の建議が・・・。 

 区部で連合町村戸長制（公選） 
 郡部で毎町村戸長制（公選） 
 
 

  

 ↓ 

 ↓ 

 ↓ 

 ↓ 

   

旧区名 郡区名 役所 

所在地 

分画数 管内 

町村数 

1大区 東区 備後町 9分画 152町 

2大区 南区 南炭屋町 9分画 93町 

3大区 西区 阿波掘通 11分画 175町 

4大区 北区 樽谷町 6分画 94町 

5大区 東成郡 天王寺 21分画 62町村 

6大区 西成郡 上福島村 44分画 136町村 

7大区 住吉郡 安立町 14分画 54町村 

8大区 島下郡 茨木村 31分画 101村 

9大区 島上郡 高槻村 21分画 59町村 

10大区 豊島郡 池田村 22分画 85村 

11大区 能勢郡 地黄村 13分画 32村 



郡区役所名 管轄区域 役所所在地 連合町村数 管内町村数 

堺区役所 堺区 櫛屋町小学校 1連合 堺市街地 

湊郡役所 大鳥郡 

泉郡 

堺大町 

祥雲寺 

7連合 186村 

岸和田 

郡役所 

南郡 

日根郡 

岸和田 

旧師範学校 

7連合 162町村 

 

古市 

郡役所 

古市・石川・
安宿部・錦
部・八上・丹
南・志紀郡 

古市村 

真連寺 

7連合 196村 

八尾 

郡役所 

丹北・高安・
大県・河内・
若江・渋川郡 

寺内村 

大信寺 

7連合 191村 

枚方 

郡役所 
茨田・交野・
讃良郡 

三ツ村 

浄念寺 

5連合 158町村 

添上 

郡役所 

添上・添下・
山辺・広瀬・
平群郡 

元奈良県 

出張所 

10連合 409町村 

三輪 

郡役所 

十市・式下・
式上・宇陀郡 

式上郡三輪 6連合 300町村 

御所 

郡役所 

高市・葛上・
葛下・忍海郡 

御所町 

円照寺 

7連合 269村 

五条 

郡役所 

宇智・吉野郡 須恵村 

桜井寺 

 

7連合 367村 
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・M13（1880）4月 
 
 堺県 
  ↓ 
 郡【9】・区【1】 
 （官選郡長） 
 （官選区長） 
  ↓ 
 連合町村【64】 
 （公選戸長）  
  

過渡期の地方制度（2-2）三新法体制期の堺県 

明治14年に大阪府に合併 

大阪府の郡部と同様に、毎町
村戸長制を導入。 

但し、30戸未満の小さな町村
については、連合町村戸長制
（公選）を採ることとされた。 



※ 府県会は、天皇のありがたい思し召しによる、人民の意見 

  を行政に反映させる場である。 

  そのご恩に感謝し、いやしくも議員たる者、行政にくちばしを 

  はさみすぎることのないように・・・ 

  → 人民の不満の「ガス抜きの場」としての府県会 
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天皇の思召しを理解 

人民代表として恥を知
り、空理空論を唱えな
い、 

無暗に費用削減だけに
こだわらないように。 

分をわきまえて行動す
るように。 

大阪府政での渡辺知
事の功績は大きい。 

議員の職責は重いが、
努力して、人民の福
祉を願い知事の施政
を助けたいと考えてい
る。 

過渡期の地方制度（3）府県会の様子 



三新法に期待された役割とその実態 

41 

①政府の思惑に反し、府県会は政府や知事に従順ではなかった。 

②戸長公選制と毎町村戸長制には 

弊害が生じた。 

1）村の規模が小さく、戸長給与が低
廉で、戸長の人材の確保が困難。 

 

2）戸長自宅が役場となる場合もあり、
公私混同などの不正や効率性の悪さ。 

 

3）公選戸長が、地方行政末端組織よ
りも地域住民代表として動き、反政府
的・反府県政的言動も目立った。 



中央政府の三新法体制の修正 
①府県会対策 

M14年2月・15年2月 「府県会規則」改正 

 府県会が議案を決めない場合、府知事・県令が内務卿
に具状し認可のもとで、単独施行、地方税の賦課・徴収の
原案執行を可能に 

 

②町村対策 

M17（1884）年5月7日「戸長官選ニ付訓示心得」 
1）戸長公選制廃止→知事の選任（半官選）へ 
２）毎町村戸長制廃止→平均5町村500戸を基準に合併  
 

※ 府県会の地方行財政への介入を封じ込め 
※ 戸長に相応しい人物を任用し行政組織として期待 
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大阪府でも… 

M17（1884）年6月 

 

①戸長選挙法を廃止 

②戸長役場管轄区域の 

新たな設定 

 

→行政末端官吏としての  

  戸長創出（大阪の事例） 
 

「吾輩は官選戸長なるぞ！」 
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郡区役所 管轄区域 戸長役場数
連合町村数 

管内町村数 

東区役所 東区 9 157町 

西区役所 西区 11 175町 

南区役所 南区 13 92町 

北区役所 北区 10 94町 

東成住吉 

郡役所 

東成郡 

住吉郡 
26 62村 

西成郡役所 西成郡 35 136町村 

島上・島下
郡役所 

島上郡 

島下郡 
31 156町村 

豊島・能勢 

郡役所 

豊島郡 

能勢郡 
25 121町村 

堺区役所 堺区 10 199町 

湊郡役所 大鳥郡 

泉郡 
42 186村 

岸和田 

郡役所 

南郡 

日根郡 
42 162町村 

 

古市 

郡役所 

古市・石川・
安宿部・錦
部・八上・丹
南・志紀郡 

50 194村 

八尾 

郡役所 

丹北・高安・
大県・河内・
若江・渋川郡 

43 192村 

枚方 

郡役所 
茨田・交野・
讃良郡 

36 153村 



第三部 
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 中央集権的地方制度 

の形成と大阪府 

 



明治地方自治制度の形成と大阪府 
明治21（1888）年4月25日市制・町村制（法第1号） 

明治23（1890）年5月17日府県制（法35号）・郡制（法36号） 

※ 本来は、憲法を制定し国会を開設して、国会で地方制度を
議論するのが普通だが、憲法発布・国会開設の前に地方制度
が制定された 
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アルバート・
モッセ（ドイツ） 

憲法発布、国会開設
前に地方支配のいっ
そうの安定化をは
かっておく必要があ
るとのアドバイス 

今憲法ヲ制定セラ
レ、国会ヲ開設セ
ラルゝモ僅々一両
年ヲ出テサルノ秋
ニ方リタレハ、益々
地方制度ノ確立ハ、
一日モ猶予ス可カ
ラサルヲ見ルナリ 

内務大臣 

山県有朋 

※ 政党の勢力が、地方へ喰い込むことを
予防し、確実な支配体制を地方に築いてお
くため、急いで地方「自治」制度を制定して
おく必要があった。  



A：市制・町村制の概要 
市町村：法人格を認め、条例・規則の制定権を付与。 

市町村長の設置・市町村会の開催を法定。 

【執行機関】市長（市会が候補者3名推薦し内務大臣選任）：有給吏
員（任期6年）＋助役（市会が選挙し府県知事認可） 

【市会議員】2年間住民・直接国税2円以上納める25歳以上公民男子
の選挙 ＋三級選挙制（※）3→1 市会議長は議会で互選 

【市参事会】議長（市長）＋助役1名＋会員9名（30歳以上公民男子
から市会選挙）        
 

【執行機関】町村長＋助役（町村会が30歳以上公民男子から選挙＋
知事認可） 

【町村議員】選挙の要件は市会と同じ＋二級選挙制（※） 

町村会議長は町村長or助役 

【市町村財政】 市町村財産収入のほか雑収入、不足の場合市町村
税の賦課徴収が可能。 46 



等級選挙制 
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A村 

村会議員（定数2） 

村公民（直接国税2円以上） 

A＝50円 

B＝20円 

C＝10円 

D＝10円 

E＝10円 

村民（F以下） 
 

村税100円 

1級 

選挙人 

2級 

選挙人 

50円 

50円 

半
分
に 

半数 

選挙 

半数 

選挙 



B：府県制・郡制の概要 

48 

●郡は「自治体」となり、郡長の設置、郡会・郡参事会の設置が法律で定め
られた。 

 

【行政官】 官選郡長＋郡書記 

【郡会議員】 町村会議員の選挙（2/3）＋大地主互選（1/3）（任期6年） 
【参事会】 議長（郡長）＋参事会員4名（議員互選3名＋知事選任1名） 
【郡財政】 郡有財産収入のほか雑収入、町村予算に分賦 

 

●府県は「自治体」となり、府県知事の設置、府県会・府県参事会の設置が
法律で定められた。 

【行政官】 官選知事＋書記官 

【府県議員】 市会・市参事会及び郡会・郡参事会で府県内公民中10円以
上の直接国税納税者より選挙＋正副議長（議員互選） 
【参事会】 議長（知事）＋高等官2名＋参事会員8名（郡部4名・市部4名互
選）（県の場合参事会員4名） 
【府県財政】 府県税、その他の府県収入 

 



府県制・郡制 
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中央政府 

内務大臣 

知 事（府県） 
書記官 市長 

郡長 

町村長 

府県会議員 

市会議員 

市公民（2円） 

市民（府民） 

選任 
任命 

議長 

３名 

推薦 

助役 

選挙 

 認可 

三級選挙 

市参事会 

議長 

助役 

町村公民（2円） 

町村民（府民） 

町村会議員 

二級選挙 

選 挙 

 認可 

任命・監督 

郡会議員 

大地主 

選
挙 

互選 

郡参事会 

監督 

議長 

互選 

選任 

府県参事会 

議長 

複
選
制 



（C-1）市制施行と市制特例制定 
M22（1889）年3月22日（法第12号） 

「市制中東京市京都市大阪市ニ特例ヲ設クルノ件」 

①東京・京都・大阪市には市長・助役を置かず、市長
職務は府県知事が、助役職務は書記官が行う。 

②同三市参事会は、参事会員と、市長・助役に代わる
府知事・書記官が組織する。 

③同三市の収入役その他の吏員は置かず、府庁の官
吏が職務を行う。 

 

内務官僚である府知事・書記官の下風に市会・市参
事会員が立たされ、地域住民の意見が市制に反映さ
れにくい。 

 
50 
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大阪府では、市制・町村制公布の翌年（M22.2.20）、布令
第16号で、同年4月1日から大阪四区と堺区で市制（大阪
市・堺市）を、他の町村で町村制を施行することに。 

しかし、「市制特例」で、大阪市と堺市の二市が誕生したも
のの、実際の市制が直接実施されたのは、堺市だけ。 

 

府知事以下の官吏が市長以下市吏員の職務を兼務したた
め、大阪市の行政事務は、江之子島庁舎で行われ、大阪
府庁の中に大阪市役所がある形。 

大阪市会も大阪府会議場が使用され、府会が優先的に開
催されていた。 
 

（Ｃ-2）：大阪府と市制特例 



（C-3）市制特例下の代表的事例 
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M27（1894）年2月24日～3

月26日の大阪市会で、大阪

市の徽章（市章）の調査結果
と審議がなされ、同年4月12

日、市告示参第8号で「澪

標」が大阪市の市章に決定
した。 

 

しかし、告示は、大阪市参事
会と大阪市長を兼職する大
阪府知事山田信道の名に
よって出されている。 



（C-4）市制特例の廃止と大阪市 
東京・京都・大阪市域では、同市域選出の衆議院議員ら
によって、市制特例撤廃運動が 

その結果、M31（1898）年10月1日、市制特例廃止 

①初代大阪市長の選出を実施 

大阪市会は3名の候補者を選択、市会議長→府知事を通
じ、内務大臣に推薦し、第一候補の田村太兵衛が市長に 

②大阪市庁舎の選定 

なかなか調整がつかず、M32（1899）年12月末に、木津
川橋東詰に仮庁舎を建設し、移転が行われた（次頁）。 

53 



大阪市仮庁舎 

54 



府県制・郡制と大阪府 
府県制・郡制は公布されたが、M24年4月の段階で施行さ

れたのは、青森・秋田・山形・石川・福井・山梨・長野・愛知
・徳島・高知・大分の11県に過ぎない。 

（理由） 

①府県制は、郡制と市制施行府県で施行されることとされ
、郡制は町村制施行府県で施行されることとなっていた。 

②当時、郡域は、非常に狭隘で、地域も錯綜しており、財
政基盤の面からも、郡の統廃合を行う必要があった。 

③町村合併は行政処分でできたが、郡合併は法律による
こととされていた。 

④そもそも審議過程から、府県・郡を自治体とすることに
は、政府内部でも批判が根強かった。 

55 



大阪府では、郡の統廃合
に手間取り、M29（1896）
年2月3月法律第38号で、
同年4月1日より、郡域の
統廃合が行われた。 

この結果、狭小な郡が統
合され、新たな郡は、財政
基盤を確保して、郡制施
行＝地方団体としての成
立が可能に。 

そして、M31（1898）年6月
1日より、大阪府で郡制が
施行されることに。 56 

府県制・郡制と大阪府（2） 



しかし、府県制・郡制は、10年もたたない、明治
32(1899)年3月16日に改正されることとなった。 

 

（WHY？？） 

①府県制・郡制の意図には、中央の政党勢力が地方
へ喰い込むのを予防する狙いがあったが、選挙の複
選制により、地方の政治に政党の影響が強くなる可能
性があった。 

②複選制・大地主選挙制度などの特殊な選挙は、ドイ
ツのプロイセンの制度にならって導入したが、日本の
実態とは乖離しており、適合しなかった。 

57 

府県制・郡制改正と大阪府（1） 



府県制・郡制改正のポイント 
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●郡は法人格が認められたが、条例制定権・課税権は認められなか
った。 

  郡長の権限が強化され、郡会の権限が縮小された。 

【執行機関】 官選郡長＋郡書記 

【郡会議員】（選挙権）市町村公民1年以上直接国税3円以上の納税者 

      （被選挙権）市町村公民1年以上直接国税5円以上の納税者 

 

●府県は法人格が認められたが、条例制定権はなかった。従来より
も府県知事の権限が強化され、府県会の権限が縮小された。 

【執行機関】 官選知事＋書記官 

【府会議員】（選挙権）市町村公民1年以上直接国税3円以上の納税者 

      （被選挙権）市町村公民1年以上直接国税10円以上の納税者 

 

⇒ 選挙制度の改正と郡会・府県会に対する郡長・知事の権限強化 
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つまり・・・ 
改正府県制・郡制では、府県・郡に一応の法人格が付与。 

府県・郡は公共事務・国政委任事務を処理する地方団体
に。 

府県会・郡会は、住民（公民）の直接選挙で選ばれた代表
が議員となり、行財政に関与する権限を持つこととなった。 

しかし、自治立法権はなく、選挙・被選挙資格も直接国税
各3・5・10円以上の有産者に限定。 

議会で議案発議権を有する府県知事・郡長は、官選任命
制（内務官僚）で、府県職員も大半が中央官僚。 

選挙権者の範囲の変更で、住民の政治参加が拡大された
が、その一方、内務大臣・府県知事・郡長による統制強化 
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改正府県制・郡制と大阪府 

明治32（1899）年7月1日、大阪府で府県制施行 

※大阪府では、旧府県制は施行されず、結局、改
正府県制が実施されただけであった。 

 

改正府県制の施行の結果、大阪府は、一応の「
地方自治体」となった。知事以下の官吏は官選の
内務官僚で、府会議員も直接選挙ながら、有産者
代表の観は否めず、府会に自治立法権もなかっ
たため、現在に比べ「自治」のレベルは低かった。 
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むすびにかえて 
 以上、明治時代を中心に、大阪府が成立・発展していく経緯を、
駆け足で見てきました。 

①明治初期は、地方官の個性が府県政に反映され、地域的なバ
ラエティに富んだ地方制度が見られた。 

しかし、政府は、中央集権的な国家体制構築の要請から、大区小
区制度から三新法体制、そして、市制・町村制、府県制・郡制とそ
の改正を通じて、中央集権的な地方制度を構築していった。 

幕藩体制（分権国家）→中央集権国家の形成期 

 

②明治地方自治制は、府県・郡・市町村という一応の「自治団体」
を構築するものであったが、中央政府（内務大臣）―府県（知事）
―郡（郡長）を通じた、府県・郡・市町村に対する強力な指導監督
を遂行するものであった。また、団体自体も、有産者中心の組織に
過ぎなかった。 

 

③明治32年の改正府県制・郡制は、その後、昭和4（1929）年に改
正されるまで、近代日本の地方制度の中軸であった。 
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